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「「「「ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟ゚゚゚ﾊﾊﾊﾊﾞ゙゙゙ﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾞ゙゙゙のののの機能強化計画機能強化計画機能強化計画機能強化計画」」」」のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況についてについてについてについて    

 

りそなグループの奈良銀行（社長 上林 義則）は、平成 15 年 8 月に策定した「リレーショ

ンシップバンキングの機能強化計画」に関する平成 15年度から平成 16年度における進捗状

況について、今般取り纏めましたのでお知らせいたします。 

 

資料については、次頁以降をご覧ください。 

 

○「「「「ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟ゚゚゚ﾊﾊﾊﾊﾞ゙゙゙ﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾞ゙゙゙のののの機能強化計画機能強化計画機能強化計画機能強化計画」」」」のののの進捗状況表進捗状況表進捗状況表進捗状況表 

 

Ⅰ.全体的な進捗状況、計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題 

Ⅱ.アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況（15年 4月～17年 3月） 

Ⅲ.経営改善支援の取組み状況 

Ⅳ.経営改善支援の取組み実績 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リレーションシップバンキングの 

機能強化計画の進捗状況表 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年 4月 

株式会社 奈良銀行 



 

Ⅰ.全体的な進捗状況、計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題 

 

  当社は地元への円滑な資金供給を目的に創業、今日もその創業精神を基本方針として、地

元経済の発展に努めてまいりました。また、16 年 11 月、奈良県における営業力を一層強化

し、地域のお客様に提供するサービスレベルの向上を図る目的で18年 1月 1日を目処にりそ

な銀行と合併することについて基本合意いたしました。 

当合併は、当社とりそな銀行奈良地域の一体化であり、地域銀行として当社の創業精神をよ

り強力に実現させることを目指すものであります。 

このような中、リレーションシップバンキングの機能強化計画の着実な実行を通じ、地元の

中小企業、事業者の再生や地域経済の活性化に取組んでまいりました。 

 

平成 15年度においては、お取引先企業に対する支援機能の強化のため、担当者の外部研修へ

の参加や中小企業支援センター等との情報交換を実施し、15 年 10 月には、お取引先企業の

再生支援の取組みを強化するため、「企業支援室」を設置致しました。 

また、平成15年 9月中間決算にて、りそなグループ一体となった資産査定の厳格化等による

「財務改革」を断行し、健全性確保と今後の収益体質強化に取組みました。 

 

平成 16年度におきましては、「企業支援室」の機能及びお取引先企業の経営相談・営業支援

等のコンサルティング機能を強化するために、「企業サポート本部」を設置し、主に経営相

談・営業支援担当 ５名、再生支援担当 従来の「企業支援室」3 名の 8 名体制とし、お取

引先企業の営業利益増強および再生支援に向けた取組みを行っております。 

 

これらの取組みも含め、全体として、本計画は当初計画どおり進捗しているものと考えてお

ります。なお、本計画の主な進捗状況は以下のとおりです。 

 

【機能強化計画の主な進捗状況】 

 

○創業・新事業支援機能の強化 

地域経済の活性化の為には新規企業の創設や新事業の展開が重要であり、これらに対す

る円滑な資金供給と金融サービス機能強化を図るため、平成 15年 10月 1 日に審査部員

1名の増員を行なうと共に、第二地銀協主催の「目利き」研修（8名参加）や通信教育の

受講（延べ52名、うち創業・新事業支援9名）の受講により社員のレベルアップに取組

んでおります。 

 

外部専門機関の活用については、平成 16 年 3月に奈良県山間地域における CATV施設整



備事業に対し、日本政策投資銀行、南都銀行との協調により総額3億円のうち20百万円

の融資支援を行いました。 

その他、奈良県中小企業支援センター主催の起業家マッチングプラザや「近畿地区産業

クラスターサポート金融会議」に参加し、創業支援にかかる取組動向等の情報交換を行

った他、中小企業金融公庫奈良支店との間で16年 3月「地域経済の活性化と中小企業金

融の再生」を目的に業務連携・協力に関する覚書を締結いたしました。 

 

 

○取引先企業に対する経営相談、支援機能の強化 

顧客支援機能の強化を図るため、平成16年 1月に、りそな総合研究所とビジネスマッチ

ング業務に関する契約を行いました。また、16 年 10 月 1 日には、企業サポート本部を

設置、顧客ニーズに応じた各種コンサル、顧客紹介等ができる仕組作りを行い、新たに

コンサルタント会社と業務提携し地域企業の営業支援のために「奈良経営者塾」を開講

いたしました。 

 

社内研修等につきましては審査部主導により、各営業店へ出向き少人数形式での指導を

行った他、第二地銀協主催の「ランクアップ研修」に 9 名参加、通信教育の受講（経営

改善支援41名受講）等により社員のレベルアップに努めております。 

 

○早期事業再生に向けた取組 

企業支援の専担部署として、平成15年 10月 1日付で「企業支援室」（16年 10月 1日 企

業サポート第三部に変更）を 3 名体制で新設し、①経営改善計画策定支援 ②所有資産

売却指導 ③経営改善計画を基にした政府系金融機関への支援協議 ④奈良県再生支援

協議会への顧客相談誘導等を行いました。 

 

企業の経営再生支援策の実施等により、経営改善支援取組み先72先のうち、債務者区分

の上昇22先、債務者区分の維持24先の実績を挙げました。 

 

支援スキル向上を図るため第二地銀協主催の「企業支援者養成研修」に参加（2名）、ま

た通信教育の受講（企業再生支援2名）等による社員のレベルアップを図りました。               

○お客様への説明態勢の整備、苦情・相談処理機能の強化 

お客様への融資契約書等の説明能力の向上を図るため、平成15年 7月のシステム移行に

伴う新事務手続きの周知徹底、マニュアルの策定および研修の実施を行いました。また、

16 年 10 月「与信業務における顧客への説明事務取扱要領」等を制定、説明会を行いま

した。 



相談・苦情処理については、平成15年下期以降半期毎に、事例に基づく研修会を実施致

しました。 

また四半期毎に相談・苦情処理の内容を取り纏め、当社「経営会議」に発生事象を報告

するとともに、同内容を営業店に紹介し、それを題材にした各店での勉強会の開催を定

例化する等、苦情の未然防止に努めております。 

 

○資産査定、信用リスク管理の強化 

  資産健全化に向け、営業店別の研修を実施したほか、16年 3月「クレジットポリシー」

を制定、また「クレジットシーリング制度」を導入し信用リスクの分散を図るとともに、

平成 16 年 9 月に自己査定マニュアルを改訂し、より一層の査定基準の厳格化を行いま

した。 

不動産担保評価につきましても、外部評価機関による担保調査を導入するとともに、処

分実績に基づく評価の修正の厳格化を行う等の対応を図りました。また、平成 16 年 3

月には信用格付制度を制定、16年 7月より運用を開始し、17年 3月までに全対象先の格

付を終了、信用リスクを反映した適正金利の確保を図る体制構築に向け計画どおり進捗

致しております。 

 

【計画の達成状況とその評価・今後の課題】 

（計画の達成状況） 

○ 創業・新事業支援機能の強化、取引先企業に対する経営相談、支援機能の強化 

本部審査態勢の強化、グループ機能を利用した経営相談・支援機能の仕組整備はほぼ予

定どおり進捗、社員研修も予定どおり実施しましたが、それら機能の運用の担い手であ

る社員のレベルアップをはかる必要があると認識致しております。 

 

○早期事業再生に向けた取組 

経営改善支援取組先のうち債務者区分が上昇した先は 30％と満足できるものではあり

ませんが、営業支援のための仕組みを整備し、実践を開始したことは評価できるものと

考えております。 

○ お客様への説明態勢の整備、苦情・相談処理機能の強化 

必要な規定整備、事例の収集と営業店への還元、これらに基づく継続的な勉強会等の取

組により苦情・トラブル件数は減少しつつあります。 

 

○ 資産査定、信用リスク管理の強化 

信用格付の導入・担保評価の厳格化など態勢整備はほぼ予定どおり進捗いたしました。

債務者区分に基づく適正金利の確保に向けた取組、社員研修は予定どおり実施、りそな



銀行との合併を控え今後も社員研修・勉強会等によりスキルアップを図ってまいります。 

 

（計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題） 

○ 創業・新事業支援機能の強化、取引先企業に対する経営相談、支援機能の強化 

審査態勢の強化は、社員個々のスキルアップが重要でそのためには今後も継続的に研修

や、外部専門家・機関との連携を図ることが必要と考えております。 

 

○早期事業再生に向けた取組 

りそなグループの相談・支援機能も含めた当社の機能を有効に活用し､債務者区分上昇率

は30％となりました。今後、さらに社員研修等を通じてスキルアップに努めてまいりま

す。また、営業支援の取組は、16年下期からの取組であり、早期に常軌化させる必要が

あると考えております。 

 

○ お客様への説明態勢の整備、苦情・相談処理機能の強化 

普段の努力が苦情・トラブルの未然防止につながるとの認識のもと今後も継続的に研修

会・勉強会を実施してまいります 

 

○ 資産査定、信用リスク管理の強化 

信用格付は運用を開始し全対象先の格付を終えたが、その精度アップのためにも遅れて

いる財務データ登録を急ぐ必要があること、不動産担保の外部評価導入もまだ一部に止

まっており、今後さらに整備を進める必要があること、債務者区分（信用リスク）を反

映した適正なプライシング、など課題は多いと認識しています。また、その担い手であ

る社員個々のスキルアップを図る必要があると認識しており、今後も社員研修・勉強会

等によりスキルアップを図ってまいります。 

以 上 

 



Ⅱ.アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況（１５年４月～１７年３月）

１．１５年４月から１７年３月の全体的な進捗状況
・当社は地元への円滑な資金供給を目的に創業、その創業精神を基本方針として地元経済の発展に努めてまいりました。１６年１１月、奈良県における営業力を一層強化し、地域のお客様に提供するサービスレベルの向上を
図る目的で１８年１月１日を目処にりそな銀行と合併することについて基本合意いたしました。
・この合併は実質的には当社とりそな銀行奈良地域の一体化であり、地域銀行として当社の創業精神をより強力に実現させることを目指すものであります。
・平成１５年度においては、お取引先企業に対する支援機能の強化のため、担当者の外部研修への参加や中小企業支援センター等との情報交換を実施、また１５年１０月には取引先企業の再生支援を強化するため「企業支援室」を
　設置。また、平成１５年９月中間決算にて、りそなグループ一体となった資産査定の厳格化等による「財務改革」を断行、健全性確保と今後の収益体質強化に取組みました。
・平成１６年度におきましては、「企業支援室」の機能及び取引先企業の経営相談・営業支援等のコンサルティング機能を強化するために、「企業サポート本部」を設置。（主に経営相談・営業支援担当　５名、再生支援担当　３名　
従来の「企業支援室」の８人体制）お取引先企業の営業利益増強および再生支援に向けた取組みを行っています。
・全体として、本計画は当初計画どおり進捗しているものと考えております。尚、本計画の主な進捗状況は以下のとおりです。

‹中小企業金融再生に向けた取組み›
・創業・新事業支援等強化のため、平成15年10月１日審査課員を１名増員を行うと共に、第二地銀協主催研修に１９名参加、通信教育の受講により社員のレベルアップに取り組んでおります。
・外部専門機関の活用については、平成１６年３月に奈良県山間地域におけるCATV施策整備事業に対し、日本政策投資銀行、南都銀行との協調により総額３億円のうち２０百万円の融資支援を行いました。また国民生活金融公庫と
協調し取引先企業への支援を行いました。
・その他奈良県中小企業支援センター主催の起業家マッチングプラザや「近畿地区産業クラスターサポート金融会議」参加、創業支援にかかる取組み動向入手や情報交換を行いました。
・また中小企業金融公庫奈良支店との間で16年3月　「地域経済の活性化と中小企業金融の再生」を目的に業務連携・協力に関する覚書を締結いたしました。
・顧客支援機能強化を図るため、平成１６年１月「りそな総合研究所」とビジネスマッチング業務に関する契約を行い、また平成１６年１０月「企業サポート本部」を設置、顧客ニーズに応じた各種コンサル、顧客紹介等ができる
仕組みを作り、また新たにコンサルタント会社と業務提携し地域企業の営業支援のために「奈良経営者塾」を開講いたしました。
・企業支援の専担部署として、平成１５年１０月１日「企業支援室」（１６年１０月１日より企業サポート第三部）を３名体制で新設。①経営改善計画策定支援　②所有資産売却指導　③経営改善計画を基にした政府系金融機関への支援協議
　　④奈良県中小企業再生支援協議会への顧客相談誘導等を行いました。
その結果、経営再生支援策の実施により経営改善支援取組み先７２先のうち、債務者区分の上昇２２先、債務者区分の維持２４先の実績を挙げました。
・お客様への説明態勢につきましては、平成１５年７月のシステム移行に伴う新事務手続きの周知徹底、マニュアルの策定および研修の実施。また１６年１０月「与信業務における顧客への説明事務取扱要領」を制定、説明会を
　　行いました。
・相談・苦情処理については平成１５年下期以降半期毎に事例に基づく研修会を実施、四半期毎に相談・苦情処理の内容を取り纏め当社「経営会議」に報告するとともに、同内容を営業店に紹介しそれを題材に各店での勉強会開催を
　　定例化する等苦情の未然防止に努めております。
‹健全性の確保、収益性向上に向けた取組み›
・資産健全化に向け営業店別研修を実施したほか、１６年３月「クレジットポリシー」を制定、また「クレジットシーリング制度」を導入し信用リスクの分散を図るとともに、平成１６年９月に自己査定マニュアル改訂、より一層の査定基準の
厳格化を行う等の対応を図りました。
・不動産担保評価につきましては、外部評価機関による担保調査を導入、処分実績に基づく評価の修正の厳正化を行いました。
・平成１６年３月には信用格付制度を制定、１６年７月より運用開始し１７年３月までに全対象先の格付終了。信用リスクを反映した適正金利の確保を図る体制構築に向け計画どおり進捗しております。

２．１６年１０月から１７年３月までの進捗状況
‹中小企業金融再生に向けた取組み›
・お取引先への支援機能強化のため、平成１６年１０月１日組織改正を行い現在の「企業支援室」の機能及び経営相談、営業支援機能を持つ「企業サポート本部」を設置いたしました。
また、審査能力向上のため第二地銀協主催の研修に７名参加、通信教育については６９名（リレバン関係１２名、融資能力５７名）受講いたしました。
・外部専門機関の活用では引き続き中小公庫、国民公庫との協調支援を行うとともに奈良県中小企業支援センターとの連携を図り、経営革新法認定企業等の支援相談等に積極的に取り組みました。
・経営不振先に対する取組みとして企業サポート第三部が中心となって対象先５８先を選定し、実態把握、経営改善支援に着手いたしました。その結果債務者区分の上昇１０先、債務者区分の維持４０先の実績を挙げました。
・顧客支援機能の強化を図るため、１６年１０月新たにコンサルティング会社と提携し地元企業の営業支援のため「奈良経営者塾」を開講、より幅広い顧客ニーズに応じた各種コンサル，顧客紹介等ができる仕組み作りを行いました。
・苦情・相談処理については、四半期毎に苦情処理の内容を取り纏め、当社「経営会議」に報告するとともにそれを題材にした各店での勉強会を開催いたしました。
‹健全性の確保、収益性向上に向けた取組み›
・資産健全性に向け自己査定能力向上を図るため、信用格付の運用開始、自己査定マニュアルの一部改定、要管理債権選定マニュアルの改定等を行い、より厳格な自己査定体制といたしました。
・担保評価の厳正化につきましては、１６年４月以降与信額１００百万円以上先および新規先の外部評価機関（りそなビジネスサービス）による評価を実施しほぼ完了いたしました。
・当社の信用格付は１６年３月に制度導入、営業店向け説明会実施後７月から運用を開始いたしました。１７年３月末までに与信額２０百万円以上の対象先については完了いたしました。

（奈良銀行）



３．計画の達成状況
‹創業・新事業支援機能の強化、取引先企業に対する経営相談、支援機能の強化›
・本部審査機能の強化、グループ機能を利用した経営相談・支援機能の仕組整備はほぼ予定どおり進捗いたしております。
・社員研修も予定どおり実施いたしましたが、それら機能の運用、担い手である社員のレベルアップを図る必要があると認識致しております。
‹早期事業再生に向けた取組み›
・りそなグループの相談・支援機能も含めた当社の機能を有効に活用し、債務者区分上昇率は30％となりました。
‹お客様への説明態勢の整備、苦情、相談処理機能の強化›
・必要な規程整備、事例の収集と営業店への還元、これらに基づく継続的な勉強会等の取組みにより苦情、トラブル件数は減少しつつあります。
‹資産査定、信用リスク管理の強化›
・信用格付の導入、担保評価の厳格化など態勢整備はほぼ予定どおり進捗いたしました。
・債務者区分に基づく適正金利の確保に向けた取組み、社員研修は予定どおり実施。りそな銀行との合併を控え今後も社員研修・勉強会等によりスキルアップを図ってまいります。

４．計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題
‹創業・新事業支援機能の強化、取引先企業に対する経営相談、支援機能の強化›
・審査態勢の強化は社員個々のスキルアップが重要で、そのためには今後も継続的に研修や外部専門家・機関との連携を図ることが必要と考えております。
‹早期事業再生に向けた取組み›
・債務者区分上昇率３０％に留まったのは、りそなグループの相談、支援機能も含めた当社の機能を有効に活用できなかったこともその一因と思われますので、さらに社員研修を通じてスキルアップに努めてまいります。
・営業支援の取組みは１６年下期からであり、早期に常軌化させる必要あると考えております。
‹お客様への説明態勢の整備、苦情、相談処理機能の強化›
・普段の努力が苦情・トラブルの未然防止に繋がるとの認識のもと、今後の継続的に研修会、勉強会を実施してまいります。
‹資産査定、信用リスク管理の強化›
・信用格付は、運用を開始し全対象先の格付を終えたが、その精度アップのためにも、遅れている財務データの登録を急ぐ必要があること、また不動産担保の外部評価導入もまだ一部に止まっていること、などさらに整備を進める必要が
あり、また、債務者区分（信用リスク）を反映した適正なプライシングなど、まだまだ課題は多いと認識しております。
・また、その担い手である社員個々のスキルアップを図る必要があると認識しており、今後も社員研修・勉強会等によりスキルアップを図ってまいります。

（奈良銀行）



５．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況　

具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
１．創業・新事業支援機能等の強化
（１）業種別担当者の配置等融資審査態勢の強化 ・営業課員の増員

・外部受講等による審
査能力の向上

・第二地銀等の外
部研修の受講
・外部公的機関と
の情報交換
・事前相談を活用し
営業店の相談に対
応

・１５年度の成果を
みてスキルアップ
する

・１５年１０月１日付で審査部審査課に１
名増員
・第二地銀協の研修に１９名（事業再生
研修２名・ランクアップ研修９名・目利き
研修８名）参加
・通信教育受講（延べ５２名）により社員
のレベルアップを図った。

・第二地銀協の研修に7名（ランクアップ研
修3名・目利き研修4名）参加。
・通信教育受講（延べ12名）により社員のレ
ベルアップを図った。

・第二地銀協の目利き研修受講
・奈良県中小企業支援センター等のベン
チャー企業を支援する機関との情報交換

（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を
目的とした研修の実施

・外部研修の受講と
社内研修の強化
・事前相談を活用した
OJT

第二地銀協の研修
参加
・事前相談の活用
・社内研修の実施

・１５年度の成果を
みてスキルアップ
する

・第二地銀協「目利き」研修に審査部から
１名、営業店から７名参加した。
・通信教育の受講（リレバン研修延べ５２
名うち創業新支援９名、融資能力養成５
７名）により、社員のレベルアップを図っ
た。（１６年２月から）
・審査部宛事前相談は１ヶ月数件あり。

・第二地銀協「目利き」研修に営業店から４
名参加した。
・基本的な融資能力養成のため融資担当
者他〈部店長を含む）参加で１７年２月開講
の通信教育「融資能力養成」講座を開講５７
名が受講した。
・通信教育の受講〈延べ１２名うち創業新事
業支援3名〉により、社員ノレベルアップを
図った。
・審査部担当者による支店毎の勉強会（７ヶ
店）、営業店有志参加の勉強会、りそな銀
行人材サービス部主催の「与信判断基礎
研修」等を行った。

・第二地銀協の上級研修に審査課、企業支
援室担当者が参加
・第二地銀協の中級研修への営業店担当者
の参加
・通信教育の受講

（３）産学官とのネットワークの構築・活用や日本政策投資銀行
との連携。「産業クラスターサポート会議」への参画

・奈良県中小企業支
援センター等との情
報交換

・奈良県中小企業
センター等との情
報交換と情報の営
業店への還元

・左記施策の継続
実施

・企業家マッチングプラザに参加し、奈良
県中小企業支援センターとの連携を図る
とともに参加者情報を営業店に還元し
た。（１５年３月、１６年３月）
・「近畿地区産業クラスターサポート金融
会議」に参加、創業支援にかかる取組動
向入手のほか情報交換を図った。（１５年
１２月、１６年４月）
・経営革新支援法認定企業に対し、本部
帯同訪問を実施した。（融資取り上げ１
先、相談受付件数１０先、日本経済新聞
社主催のベンチャーエキスポ参加２社）

・奈良県中小企業支援センターとの連携を
図り、本部法人開拓担当者と営業店との帯
同訪問を行うとともに、その際の営業店担
当へのOJTによりその機能利用促進を図っ
た。

（４）ベンチャー企業向け業務に係る、日本政策投資銀行、中小
企業金融公庫、商工組合中央金庫等との情報共有、協調投融
資等連携強化

・日本政策投資銀行
が計画中の「地域金
融協議会」へ参加
・中小公庫、商工中金
等との連携

・日本政策投資銀
行等の制度や機能
の勉強会実施
・日本政策投資銀
行等への取引先紹
介

・左記施策の継続
実施

・関西地区での「地域金融機関協議会」
は立ち上げられていない。
・日本政策投資銀行のベンチャー融資に
関するリーフレット等を配布その機能を
営業店に紹介した。
・奈良県山間地域における大規模CATV
施設整備に対し、日本政策投資銀行、南
都銀行と協調し融資を実行した。（総額３
億のうち２０百万円・１６年３月実行）
・中小公庫奈良支店との間で「地域経済
の活性化と中小企業金融の再生」を目的
に業務契約・協力に関する覚書を締結し
た。（１６年３月）
・国民生活金融公庫と協調し取引先企業
への支援を行った。（３先実行済、２先応
諾後

・国民生活金融公庫と協調し取引先企業へ
の支援を行った。（１先実行済）・

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（奈良銀行）



具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（５）中小企業支援センターの活用 ・情報交換の活性化
・本センター機能につ
いての行内研修の実
施

・法人開拓専担者
等による連携の強
化
・営業店への研修
により本センターへ
の取引先紹介が出
来るようにする

・左記施策の継続
実施

・随時本部法人担当者が接触、情報交
換を行い現場でのOJTを行っている。
・起業家マッチングプラザに参加（１５年３
月、１６年３月）、参加者情報を営業店に
還元した。
・その結果、経革法認定企業等の支援相
談受付は１０先あった。（経革法認定先７
先、創業新事業支援３先）

・奈良県中小企業支援センターとの連携を
図り、本部法人開拓担当者と営業店との帯
同訪問を行うとともに、その際の営業店担
当へのOJTによりその機能利用促進を図っ
た。

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
（１）経営情報やビジネス・マッチング情報を提供する仕組みの
整備

・グループの情報ネッ
トワークや情報交換
機能等の活用
・グループのビジネス
マッチング機能の活
用

・グループのコンサ
ル機能等営業店へ
の提供
・グループのビジネ
スマッチング機能
の活用

・グループ機能活
用についての営業
店研修による活用
推進

・１６年１月、りそなグループの「りそな総
合研究所」とビジネスマッチング契約を行
い、「奈良経営コンサルティング紹介サー
ビス」としてサービスを開始した。
・さらに、１６年１０月「企業サポート本部」
を設置、外部コンサル会社と業務提携し
顧客ニーズに応じたより幅広い各種コン
サル、顧客紹介等が出来る仕組み作りを
行うとともに、売上増強を実践するため
の「奈良経営者塾」を開講した。

・１６年１０月「企業サポート本部」を設置、
企業の営業支援担当５名を配置、併せて新
たにコンサルタント会社と提携し県下企業
に幅広いコンサルティング・営業支援を行う
体制を整備、担当者研修を経て第１回目の
「奈良経営者塾」を終了した。参加企業相互
間での交流も盛んに行われている。
・グループノウハウを利用しビジネスマッチ
ング会（３回）に参加。（参加企業１２社、商
談中７社）グループのコンサル機能も「人
材」「労務」関係で２社の実績があった。

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防
止のための体制整備強化並びに実績公表

（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施 ・外部研修の受講と
社内研修の実施

・外部研修の受講
・社内研修による能
力向上

・第二地銀協の研
修受講による能力
向上
・実地での支援活
動

・第二地銀協「ランクアップ研修」に審査
部１名、支援室２名、営業店から６名参
加した。
・通信教育受講（５２名うち経営改善支援
４１名受講）による社員のスキルアップを
図った。
・社内研修は「企業の実態把握に向けた
具体的事例」を中心に営業店毎に実施し
た。（一般店９ヶ店のうち７ヶ店実施）
・融資、渉外担当者有志の勉強会（１６年
下期７回）の他りそな人材サービス部に
よる「与信判断基礎研修」等による社員
のスキルアップを図った。

・第二地銀協「ランクアップ研修」に営業店
より３名参加した。
・通信教育受講（１２名うち経営改善支援９
名受講）による社員のスキルアップを図っ
た。
・基本的な融資能力養成のため融資担当
者他〈部店長を含む）参加で１７年２月開講
の通信教育「融資中級」講座を開講５７名が
受講した。
・融資、渉外担当者有志の勉強会（１６年下
期７回）の他りそな人材サービス部による
「与信判断基礎研修」等への参加を通じて
社員のスキルアップを図った。

・第二地銀協「ランクアップ研修」受講

（５）「地域金融人材育成システム開発プログラム」等への協力 ・りそな総合研究所の
機能活用

・研修を実施し取引
先に紹介する

・左記施策の継続
実施

・コンサルティング機能の活用面では、１
５年上期１先、１６年下期２先の相談が
あった。
・１６年１月りそなグループの「りそな総合
研究所」とビジネスマッチング契約を行
い、奈良「経営コンサルティング紹介サー
ビス」としてサービスを開始、さらに１６年
１０月、新たに外部コンサルティング会社
と提携し取引先経営者参加による売上
増強を目指した「奈良経営者塾」を開講
した。

・左記「奈良経営コンサルティング紹介サー
ビス」の他１６年１０月１日新たにコンサル会
社と提携「奈良経営者塾」を開催し（１７年１
２月までに３回予定・１回目を終了した）より
幅広いコンサル機能を提供する仕組みを構
築した。

（別紙様式３－２、３－３、３－４及び３－５参照）

（奈良銀行）



具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

３．早期事業再生に向けた積極的取組み
（１）中小企業の過剰債務構造の解消・再生の取組み。「早期事
業再生ガイドライン」の趣旨を踏まえた事業再生への早期着手

・「企業支援室」の新
設
・公的機関、外部専門
家との連携強化
・外部研修への参加
による知識、ノウハウ
吸収

・審査課担当の外
部研修参加
・営業店と連携した
業況改善、事業再
生への取組
・社内研修による能
力向上

・本部・営業店が一
体となった活動
・外部研修受講と
社内研修の実施
・営業店への事例
還元

・専担部署「企業支援室」３名体制で発足
（１５年１０月）、一部破綻懸念先を含め
対象先７２先を選定、対象先の実態把
握、再生支援に着手した。
・再生案件については、早期所有資産売
却・有利子負債圧縮を経営者に指導する
と共に、管理資料としてタイムスケジュー
ルを作成した。（１６年３月）

・専担部署「企業支援室」を営業支援機能を
持つ企業サポート本部に組込む組織変更
を実施した。
・一部破綻懸念先を含め、１６年下期対象
先５８先を選定し、対象先の実態把握、再
生支援に着手した。
・再生案件については、早期所有資産売
却・有利子負債圧縮を経営者に指導すると
共に、管理資料としてタイムスケジュールを
作成した。

・第二地銀協「事業再生支援者養成研修」に
参加

（２）地域の中小企業を対象とした企業再生ファンドの組成の取
組み

・地域での再生ファン
ドがあれば参加検討
・再生ファンドの組成・
活用情報の収集

・公的機関等を通じ
た情報収集

・左記施策の継続
実施

・奈良県での再生ファンド立ち上げの予
定は現時点ではない。

・奈良県での再生ファンド立ち上げの予定
は現時点ではない。

（３）デット・エクイティ・スワップ、DIPファイナンス等の活用 ・情報収集と活用の
可能性を研究し、必
要に応じて対応する

・事例等の情報収
集を行い、その活
用・可能性を検討
する

・左記施策の継続
実施

・DES等に関する情報収集に努めている
が活用実績はない。

・DES等に関する情報収集に努めているが
活用実績はない。

（４）「中小企業再生型信託スキーム」等、ＲＣＣ信託機能の活用 ・活用事例情報収集
・対象先があれば活
用を検討

・活用事例情報収
集
・対象先があれば
活用を検討

・左記施策の継続
実施

・活用事例の情報収集に努めているが活
用実績はない。

・活用事例の情報収集に努めているが活用
実績はない。

（５）産業再生機構の活用 ・活用情報の収集 ・活用情報の収集 ・活用情報の収集
・対象先があれば
活用検討

・活用実績はない。 ・活用実績はない。

（６）中小企業再生支援協議会への協力とその機能の活用 ・連携を強化し取引先
への紹介、利用促進
を誘導する

・対象先の選定と
利用促進
・営業店への機能
紹介による利用推
進

・左記施策の継続
実施

・５先の相談を持ち込み顧客誘導した。
（うち１先は現状専門家による改善計画
具体化に向け検討段階にある）

・新たな顧客誘導はない。

（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペシャリス
ト）の育成を目的とした研修の実施

・外部研修参加
・社内研修の実施
・外部専門家等との
連携を通じた能力の
向上

・第二地銀協の研
修に参加
・支店長・融資課長
を対象にした社内
研修実施
・外部セミナー参加

・左記施策の継続
実施

・第二地銀協「企業再生支援者養成研
修」に２名、「ランクアップ研修」に９名参
加した。
・第二地銀協通信教育１６年２月開講よ
り開始。延べ受講者５２名（うち企業再生
支援コース２名、経営改善支援コース４１
名）うち延べ３３名終了した。

・第二地銀協「ランクアップ研修」に３名参
加。
・第二地銀協通信教育１２名受講（うち経営
改善支援コース９名）

・第二地銀協「事業再生支援者養成研修」に
参加

４．新しい中小企業金融への取組みの強化
（１）担保・保証へ過度に依存しない融資の促進等。第三者保証
の利用のあり方

・無担保商品の推進
・キャッシュフローを重
視した融資取組
・スコアリングモデル
商品の検討

・無担保商品の推
進
・キャッシュフロー
重視の浸透

・無担保商品の推
進
・キャッシュフロー
重視の浸透
・スコアリングモデ
ルの導入検討

・スコアリングモデル商品については、り
そな銀行の取組状況を注視のうえ連携
申し入れを検討していたが、１６年１１月
りそな銀行との合併基本合意を公表した
こと、システム統合から具体化していな
い。
・従来からある「リージョナるならバンク」
を中心に推進している。
・実態B/S,P/Lによる返済能力の把握、
実質キャッシュフロー重視の考え方は信
用格付制度を通じ都度指導している。

・同左 ・現状ある無担保商品「リージョナる‹ならバン
ク›」の推進

（奈良銀行）



具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（３）証券化等の取組み ・地方自治体やグ
ループの商品に対し
積極的に取り組む

・地方自治体の制
度が確定した時点
で参加を前向きに
検討する

・左記施策の継続
実施

・自治体等に制度創設の動きはない。 ・自治体等に制度創設の動きはない。

（４）財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資プ
ログラムの整備

・TKC会員税理士との
提携による商品の検
討

・TKCとの提携の可
能性の調査
・グループ行の取
組状況も参考とす
る

・商品開発と推進 ・TKCと具体的なコンタクトには至ってい
ない。

・TKCと具体的なコンタクトには至っていな
い。

（５）信用リスクデータベースの整備・充実及びその活用 ・信用リスク軽量化に
向けた体制整備
・信用コストに見合っ
た適正金利の設定

・信用格付制度導
入に向けた準備作
業
・信用格付制度に
係る営業店向け研
修

・信用格付を導入
し、信用リスクの軽
量化を図る
・格付別スプレッド
設定による貸出金
利の適正化

・１６年３月信用格付制度を導入し、営業
店向け説明会を実施、１６年７月から運
用を開始し、（運用開始に先立って営業
店融資課長にマンツーマン研修を実施）
全対象先の格付を終えた。
・財務データの登録は遅れていたが１６
年１０月から登録開始、１７年３月までに
４２１先の登録を終えた。

・１６年７月信用格付の運用開始。与信総額
２０百万円以上の全対象先（ローンのみ
先、保証協会のみ先、預金担保のみ先を除
く）の格付を完了した。
・財務データの登録は遅れていたが１６年１
０月から登録開始、１７年３月までに４２１先
の登録を終えた。

５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化
（１）銀行法等に義務付けられた、貸付契約、保証契約の内容等
重要事項に関する債務者への説明態勢の整備

・新事務手続きに係る
研修
・説明ツール、マニュ
アル整備

・新銀行取引約定
書の切り替えと社
内説明会（実施済
み）
・保証契約に係る
研修計画の立案
・説明用ツール・マ
ニュアル作成
・上記に係る研修

・社内研修の継続
実施

・15年7月のシステム移行に伴い銀行取
引約定書を差入方式から双務契約方式
に変更、また、保証契約は銀行取引約定
書に拠らず、保証形態による別冊受入れ
を基本とする様式に変更した。さらに、
ローン関係契約書を複写方式に変更、
保証意思確認も「どのように説明し」「理
解を得られたか」を記入するように改め、
こうした新事務取扱導入の説明会を実施
した。
・上記説明会の実施のほか新書式使用
に関するＱ＆Ａを作成、配布した。
・16年10月「与信業務における顧客への
説明事務取扱要領」を制定、17年3月に
は、包括根保証を禁止する改正民法が
施行されることに伴い、この説明事務取
扱要領を改定、説明会を開催し周知徹底
を図った。

・16年10月「与信業務における顧客への説
明事務取扱要領」を制定、17年3月には、包
括根保証を禁止する改正民法が施行され
ることに伴い、この説明事務取扱要領を改
定、説明会を開催し周知徹底を図った。

（３）相談・苦情処理体制の強化 ・事務、営業指導の強
化
・関係部の連携強化
・営業店に対する研
修強化

・OJTを含めた事務
研修の継続実施
・研修計画の立案
・事例に基づく研修
・営業店での店内
研修強化

・左記施策の継続
実施

・事例に基づく研修会を実施した。（半期
に２～３回）
・四半期毎に相談、苦情処理の内容を取
り纏め、当社「経営会議」に報告するとと
もに、それを題材にした各店での勉強会
の開催を定例化した。

・事例に基づく研修会を実施した。
・四半期毎に相談、苦情処理の内容を取り
纏め、当社「経営会議」に報告するととも
に、それを題材にした各店での勉強会を開
催した。

・本部関係部の連携強化による再発防止策
の検討・営業店役席に対する事例に基づく研
修の実施

６．進捗状況の公表 ・各項目に進捗状況
を取り纏め、りそな
ホールディングスと連
携の上公表

・１５年度下期より
公表

・１５年度下期より
公表

・１６年５月、本計画進捗状況（１５年４月
～１６年３月）を公表。併せてホームペー
ジへ掲載。
・１６年１１月、本計画進捗状況（１５年４
月～１６年９月）を公表。併せてホーム
ページへ掲載。

・１６年１１月、本計画進捗状況（１５年４月
～１６年９月）を公表。併せてホームページ
へ掲載。

（奈良銀行）



具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

【以下任意】

Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み
１．資産査定、信用リスク管理の強化
（１）①適切な自己査定及び償却・引当 ・マニュアル、Q＆A等

による研修の継続実
施
・関連諸規程の見直
し
・関連データによる研
修

・自己査定研修の
実施
・関連規程の見直
し、整備
・自己査定Q＆Aの
見直し、整備

・関連規程の見直
し、整備
・自己査定Q＆Aの
見直し、整備

・１６年上期より信用格付を導入、１５年９
月りそなグループと平仄を合わせた自己
査定マニュアルの一部を改定し説明会を
実施。（１６年９月一部改定を実施）、「要
管理債権選定マニュアル」等の改定等に
より自己査定の厳格化を図った。
・１６年下期は１２月に新しい自己査定マ
ニュアルの浸透も含め一般店９ヶ店に店
舗単位の勉強会を実施した。
・自己査定Q＆Aは半期毎に５～６項目を
整備し研修時の教材に利用している。

・信用格付の運用開始、自己査定マニュア
ルの一部改定、要管理債権選定マニュアル
の改定等を行いより厳格な自己査定体制と
した（信用格付対象先・・与信額２０百万円
以上とし、従来の債務者区分判定制度の要
申請先・・与信額５０百万円以上から拡大し
た）
・遅れていた財務データ登録は１６年１０月
から登録開始（与信２０百万円以上の法人
が対象）１７年３月末までに４２１先の登録を
行った。
・自己査定（または信用格付）Q＆Aを作成。
（今後の研修時の教材として利用）

（１）②担保評価方法の合理性、処分実績からみた評価精度に
係る厳正な検証

・処分実績データの蓄
積
・鑑定評価の拡大

・より精微な処分実
績データの蓄積と
整備
・処分実績の担保
評価への反映と検
証
・評価基準の見直
しと研修

・左記施策の継続
実施

・１５年３月期より破綻懸念先以下の大
部分の不動産担保について鑑定評価を
採用（年１回、６ヶ月目には時点修正）、
また１５年下期から売り急ぎ事情を前提
とした「早期売却価格を導入した。
・鑑定評価以外の担保評価の厳正化を
図るために外部評価（りそなビジネス
サービス）を導入した（鑑定評価対象先
以外の与信額１００百万円以上の先）
・また処分実績の反映では鑑定評価に係
る処分実績は競売による売却実績はな
く、任売実例７件と少ないが、この任売事
例を反映した評価方法を採用したが、１６
年３月自己査定から原則として破綻懸念
先以下先の

・１６年４月以降与信額１００百万円以上先
及び新規先の外部評価を実施しほぼ完
了。

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上
（２）信用リスクデータの蓄積、債務者区分と整合的な内部格付
制度の構築、金利設定のための内部基準の整備等

個社別取引方針を明
確化し、金利適正化
を図る
・信用格付を導入し
ベース金利の精微化
を図る

・貸出ベース金利
の確保による金利
適正化
・貸出ベース金利
への移行情報の営
業店への還元

・個社別取引方針
の精微化
・貸出ベース金利
の定着
・信用格付導入に
よるベース金利の
精微化と定着

・個社別取引方針は、各期初に再度営業
店とすり合わせを行い、金利適正化を推
進した。
・貸出ベースレートの移行の進捗状況情
報を営業店に四半期毎の集計を還元し、
更なる適正金利に対する認識を深めるよ
うにした。しかしその進捗は取引先の抵
抗感強く40%強に留まっている。

・１６年３月信用格付制度導入し、営業店向
け説明会を実施、７月から運用を開始し、
対象先（与信額　２０百万円以上のローン
のみ以外の先）については直近決算に基づ
く格付を終了した。
・現状は債務者区分によるベースレートに
よる金利適正化を進めているが、その進捗
度は取引先の抵抗感強く下期の進捗は
微々たるものに留まった。

（奈良銀行）



具体的な取組み 備　　　考
１５年度 １６年度 １５年４月～１７年３月 １６年１０月～１７年３月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

３．ガバナンスの強化
（１）　株式公開銀行と同様の開示（タイムリーディスクロー
ジャーを含む）のための体制整備等

・現行の体制を維持
するとともに、毎期の
決算に基づく「東京証
券取引所　会社情報
の適時開示基準金
額」確定時や、適時開
示規則その他法令の
改定時には速やかに
銀行内で周知徹底
し、適時適切に対応
する体制を整備

・適時開示規則そ
の他法令の遵守に
ついて周知徹底。

・同左 ・株式公開銀行と同様の開示体制を維持
するとともに、開示規則等の遵守につい
て周知徹底を図っている。

・同左

４．地域貢献に関する情報開示等
（１）地域貢献に関する情報開示 ・１５年度上期中に具

体的開示項目、方法
等について検討。１５
年度下期以降「地域
貢献に関する情報」と
して開示
・地域の反応等の検
証、開示項目等への
反映

・具体的開示項目、
方法の検討、「地域
貢献に関する情
報」開示の実施。

・１５年下期開示の
地域の反応等の検
証、開示項目等へ
の反映及び１５年
度決算に基づく情
報開示の実施。

・「地域貢献に関する情報」について、り
そなホールディングス広報部と連携の
上、「りそなホールディングス中間期ディ
スクロージャー誌2003-2004」「奈良銀行
ディスクロージャー誌2004」およびホーム
ページを通じて公表した。

・１６年１０月地域貢献施策「キトラ古墳保存
協力定期預金」取扱開始について、ニュー
スリリース実施。
・ホームページにおいて取扱実績及び寄付
金額を公表した。

（備考）個別項目の計画数・・・28（株式を公開している銀行は27）　　　　　 

（奈良銀行）



　Ⅲ.経営改善支援の取組み状況

・企業支援室は地元中小企業を対象として、債務者毎の実態把握を行い企業再生し債務者区分の
良化を行う。
・１５年３月期の要注意・要管理先のうち５８先について具体的な対象先の選定を行い、企業支援
室・営業店連携により債務者の現状把握を行う。
・延滞初期の段階から審査部監理課は営業店と帯同するなどし本部支店一体となって債務者の現
況把握・管理にあたり債権の劣化防止に努める。

１５年度

・対象先を選定し債務者の実態把握に着手・債務者区分の良化のために債務者ごとの支援活動の
目標設定を行う。
・改善目標に対するモニタリングの実施。（債務者企業への実訪等）
・必要に応じ外部専門家との連携を図る。
・企業支援室の活動状況の担当役員への定期的報告を行い、また毎年９月・３月の自己査定毎に
対象先の見直しを行う。
・延滞初期の段階から審査部監理課は営業店と帯同するなどし、本部支店一体となって債務者の
現状把握・管理にあたり債権の劣化防止に努める。

１６年度

・対象先を選定し債務者の実態把握に着手・債務者区分の良化のために債務者ごとの支援活動の
目標設定を行う。
・改善目標に対するモニタリングの実施。（債務者企業への実訪等）
・必要に応じ外部専門家との連携を図る。
・企業支援室の活動状況の担当役員への定期的報告を行い、また毎年９月・３月の自己査定毎に
対象先の見直しを行う。
・延滞初期の段階から審査部監理課は営業店と帯同するなどし、本部支店一体となって債務者の
現状把握・管理にあたり債権の劣化防止に努める。

・専担部署「企業支援室」（現企業サポート第三部）を３名体制で発足（１５年１０月）、一部破綻懸念
先を含め対象先５８先を選定し対象先の実態把握・再生支援に着手した。
・１５年下期以降半期ごとに対象先の見直しを行った（１６年下期の対象先　５８先）

１６年１０月～１７年３月

・１６年１０月「企業サポート本部」発足、企業サポート第一部・二部（４名体制）は主に経営相談、経
営支援担当、企業サポート第三部（３名体制従来の企業支援室）は再生支援を担当

・期間を通じて別添のとおりランクアップ結果が得られた。
・対象となる不振先については、所有物件売却による有利子負債の圧縮等、早期再生に向けた経
営者の意識改革は少しづつ浸透しつつあり、また「奈良経営者塾」参加企業を中心に「従来の考え
方・営業手法からの脱皮が必要」との意識が芽生えつつある。
・早期再生のためには改善スピードが重要であり、タイムスケジュールの作成等更なる経営指導が
課題である。

１６年１０月～１７年３月

・要注意先債権等（一部破綻懸念先を含め）の健全化を目的に１６年上期の対象先５８先を選定し、
対象先の実態把握・再生支援に着手した。
・１６年度下期については別添のとおりのランクアップ結果が得られた。

（奈良銀行）
（注）下記の項目を含む

・計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の課題（借手の中小企業サイドの課題を含む）

具体的な取組み

備考（計画の詳細）

（２）経営改善支援の取組み状況（注）
１５年４月～１７年３月

進捗状況

（１）経営改善支援に関する
体制整備の状況

（経営改善支援の担当部署を含む）
１５年４月～１７年３月

・経営改善支援について、どのような取組み方針を策定しているか。

スケジュール

・同方針に従い、具体的にどのような活動を行ったか。
・こうした取組みにより支援先にどのような改善がみられたか。



ⅣⅣⅣⅣ....経営改善支援経営改善支援経営改善支援経営改善支援のののの取組取組取組取組みみみみ実績実績実績実績

【１５年４月～１７年３月】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者区
分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者区
分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 198 34 9 17

うち要管理先 59 17 8 3

破綻懸念先 72 12 5 3

実質破綻先 48 0 0 0

破綻先 36 0 0 0

合　計 2,090 72 22 24

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１５年４月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

1,677 9

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

要
注
意
先

正常先 1



【１６年度（１６年４月～１７年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者区
分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者区
分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 209 36 9 21

うち要管理先 61 14 7 5

破綻懸念先 73 14 4 8

実質破綻先 60 1 0 1

破綻先 43 0 0 0

合　計 2,017 65 20 35

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１６年４月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

1,571 0 0



【１６年度下期（１６年１０月～１７年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者区
分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者区
分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 212 32 3 25

うち要管理先 31 11 4 6

破綻懸念先 83 14 3 8

実質破綻先 59 1 0 1

破綻先 34 0 0 0

合　計 1,979 58 10 40

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１６年１０月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

1,560 0 0


